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特定船舶導入計画の認定申請書 
 

令和４年○月○○日  
 
   国土交通大臣 殿 

     
東京都千代田区霞が関 xx-xx 

Ａ汽船株式会社 
代表取締役社長 海事 一郎 
 
東京都港区 xx-xx 

Ｂ造船株式会社 
代表取締役社長 運輸 二郎 

 
 
 
 
 
 
海上運送法第 39条の 20第１項の規定により、下記の特定船舶導入計画の認定を申

請します。 
 
 

記 
 
 
１．特定船舶の導入の目標及び内容 
 
 ○導入の目標 

 
導入（引渡）予定日：令和５年３月３１日 
特定船舶の今後の導入予定その他今後の計画： 
 

○導入の内容 
 
船名： ●●造船 ●番船/●●丸 
国籍： 日本国（船籍港：東京港） 
船種： ケミカルタンカー 
積荷： エチレン・プロピレン等の石油化学基礎製品 
総トン数： 499GT（予定） 
載荷重量トン数： 1,250DWT（予定） 
船舶番号： （未定） 
IMO 番号： （未定） 
導入予定の航路：本邦港間の不定期航路事業（予定） 
導入する特定船舶の技術内容： ・・・・添付書類参照 

 
２．実施体制 

契約造船所： 
  造船所名： Ｂ造船所株式会社 
  所 在 地 ： 東京都港区 xx-xx 

申請に先立って、内航課へ申請内容等の事前相談が可能です。 

記載例（内航用） 

コメントの追加 [海事局1]: ・送付先：海事局内航課 

・申請書および添付資料は原則メール送付でお願いし

ます。 

コメントの追加 [v2]: ✓共同申請者として、 

①海運事業者＝船舶運航事業者又は船舶貸渡事業者

（共同保有の場合は代表企業１社の記載で構いませ

ん。） 

②造船所＝認定事業基盤強化事業者 

の名称及び代表者名を記載してください。 

✓会社印、代表者印は不要です。 

コメントの追加 [v3]: ✓本計画とは別に、今後の特定

船舶の導入予定があれば簡潔に記載してください。 

コメントの追加 [v4]: ✓船名が未定の場合は、本船を

特定するための仮称や建造番号（船舶番号）を記載し

てください。 

コメントの追加 [v6]: ✓特定船舶が技術要件を満たす

予定であることを証する書類を添付してください。

（添付書類一覧参照。） 

コメントの追加 [海事局5]: •本船に関する各事項が決

定する前の事項は「未定」「予定」と記載しても構い

ません。 

•IMO 番号は取得する場合のみ記載してください。 
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建造造船所： 

造船所名： 同上 
所 在 地： 同上 
 

船舶の取得者： 
取得者名： Ａ汽船株式会社 
所 在 地： 東京都千代田区 xx-xx 
 
取得者名： Ｂ汽船株式会社  
所 在 地： 東京都港区 xx-xx 
 
取得者名： 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
所 在 地： 神奈川県横浜市中区本町６丁目 50-1 
 

    ※持ち分比率：取得者Ａ ○％、取得者Ｂ ●％、JRTT保有 ◎％ 
  （○○と共有建造契約を締結した場合） 

取得者Ａ ○％、取得者Ｂ ●％、JRTT 保有 ◎％（予定） 
     （共有船制度の分担割合の上限拡大の支援を受けた場合） 

取得者Ａ △％、取得者Ｂ ▲％、JRTT 保有 ◇％（予定） 
 

運航者：  
運航者名： Ｃ海運株式会社 
所 在 地： 東京都中央区 xx-xx 

 
３．計画期間 

 
計画認定日から令和５年３月３１日まで（予定） 
 
(参考) 
契   約： 令和３年９月１日 
起工予定日： 令和４年８月２０日 
進水予定日： 令和５年１月６日 
竣工予定日： 令和５年２月３日 
就航予定日： 令和５年２月３日 

 
４．特定船舶の導入の実施に必要な資金の額及びその調達方法 
    

導入に要する費用の総額： 約９億円 
資金の調達方法：  
自己資金約１０％（0.9 億円）、補助金 約５％（0.5 億円）、借り入れ 約
５％（0.9億円）、JRTT 保有 約８０％（7.2億円） 
（○○と共有建造契約を締結した場合） 
自己資金約１０％（0.9 億円）、借り入れ 約１０％（0.9 億円）、○○ 約
８０％（7.2億円）（予定） 

（共有船制度の分担割合の上限拡大の支援を受けた場合） 
借り入れ 約１０％（0.9億円）、JRTT 保有 約９０％（8.1 億円）（予定） 

 
５．特定船舶の導入計画の認定により受けようとする支援措置 
    

コメントの追加 [v7]: ✓契約造船所と建造造船所が同

じ場合もそれぞれ記載をお願いします。 

コメントの追加 [海事局8]: ✓原則、すべての所有者と

共有建造契約を締結してから申請してください。 

✓契約が済んでいない所有者がいる場合は、（○月○日

契約予定）と付してください。なお、その場合、共有

建造契約締結後に再度認定申請を行っていただきま

す。 

コメントの追加 [海事局9]: ✓契約済みのすべての所有

者の持ち分比率を記載してください。（１社の場合は

100%） 

コメントの追加 [海事局10]: ✓契約が済んでいない所

有者がいる場合は、契約後の割合も記載してくださ

い。 

コメントの追加 [海事局11]: ✓分担割合の上限拡大の

支援を受ける場合は記載してください。 

コメントの追加 [v12]: ✓未定の場合は「未定」として

も構いません。 

コメントの追加 [v13]: ✓計画期間は認定日から起算し

ます。 

✓計画期間は、認定申請日を含む事業年度の翌年度４

月１日から最大５年以内の任意の期間としてくださ

い。 

例：2021年 11月１日申請、同年 12月１日認定の場合

の最長計画期間は、2021年 12月１日から 2027年３月

31日まで。 

✓各種制度を活用する関係でスケジュールについてご

相談があれば、お気軽におっしゃってください。 

コメントの追加 [v14]: ✓有効数字上一桁又は上二桁で

記載してください。 

コメントの追加 [海事局15]: ✓契約が済んでいない所

有者がいる場合は、契約後の割合も記載してくださ

い。 

コメントの追加 [海事局16]: ✓共有船制度の分担割合

の上限拡大の支援を受ける場合は記載してください。 
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  ・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の共有船制度の利率軽減 
  ・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の共有船制度の分担

割合の上限拡大 
  … 
 
６．特定船舶導入計画の実施に当たって特に留意すべき事項 
    
   なし 
 
７．先進船舶導入等計画の認定の特例を受けようとする場合にあっては、その内容
等 

 
先進船舶導入等計画のみなし認定制度を活用する場合に記載してください。

（詳細は個別にお問い合わせください。） 
先進船舶導入等計画の名称及び導入の内容の認定を併せて受ける場合は、 

   ・先進船舶に用いる設備・材料の詳細 
   ・認定により受けようとする支援措置 
   ・留意すべき事項 

等を記載してください。 
    
８．船舶安全法の特例を受けようとする場合にあっては、その内容等 
 

遠隔支援業務に係る事業場のみなし認定制度を活用する場合に記載
してください。（詳細は個別にお問い合わせください。） 
船舶安全法（昭和８年法律第 11 号）第６条ノ４第１項の認定を合わ
せて受けようとする場合は、 

・認定を受けようとする事業場の名称及び所在地 

・認定を受けようとする船舶又は物件の範囲 

を記載してください。 
 
 
（備考） 
 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 
 
＜添付書類一覧＞ 
１．既存の法人が添付する書類 

書類の名称 添付の有無 

定款又は寄付行為及び登記事項証明書 ○ 

最近の事業年度における事業報告、貸借対照表及び損益計算書 ○ 

 
２．法人を設立しようとする者が添付する書類 

書類の名称 添付の有無 

定款又は寄付行為の謄本 - 

コメントの追加 [海事局17]: ✓該当するものをすべて

記載してください。 

コメントの追加 [海事局18]: ✓国以外の支援制度を受

ける場合は「・なし（○○の～～制度を活用予定）」

（ほかの制度の活用予定がない場合）もしくは「（上記

のほか、○○の～～制度を活用予定）」（ほかの制度の

活用予定がある場合）と記載してください。 

コメントの追加 [v19]: ✓特段ない場合は「なし」と記

載してください。 

コメントの追加 [海事局20]: ✓特段ない場合は「な

し」と記載してください。 

コメントの追加 [海事局21]: ✓特段ない場合は「な

し」と記載してください。 

コメントの追加 [ 22]: •添付している書類の一覧を

記載してください。なお、下記については、別途、

造船所より海事局船舶産業課あてに提出いただく必

要があります。 

・事業基盤強化計画の認定書の写し 

・導入を行おうとする特定船舶の計画要目、一般配置

図、製造仕様の概要、作業計画、使用計画、建造契約

書の写し 

※共有船制度の分担割合の上限拡大を受ける場合は、

変更契約書（案）も添付してください。 

・認定事業基盤事業者が品質向上に関する基準を達成

していることを示す書類 

コメントの追加 [v23]: ✓特定船舶導入計画認定申請書

に添付する資料に「○」を記載してください。添付し

ない書類には「-」を記載してください。 

✓定款は原本証明不要です。登記事項証明書は現在事

項全部証明書もしくは履歴事項全部証明書をお送りく

ださい。 

コメントの追加 [海事局24]: ・事業報告は、株式会社

におかれては会社法 435 条（会社法施行規則 118 条）

に規定する事業報告書、有限会社におかれては、内航

海運業報告規則第３条に規定する事業概況報告書をご

提出ください。 
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株式の引受け、出資又は財産の寄付の状況又は見込みを記載した
書類 

- 

 
３．個人事業主が添付する書類 

書類の名称 添付の有無 

戸籍抄本又は本籍の記載のある住民票の写し - 

資産調書 - 

 
４．特定船舶の技術要件に関する書類 

書類の名称 添付の有無 

二酸化炭素の放出の抑制その他の環境への負荷の低減、衝突の防

止その他の航行の安全の確保並びに航海及び荷役作業の省力化に

資する構造、装置又は性能を定める告示（令和３年国土交通省告

示第 1171 号）の別表二に掲げる設備等を備える予定であることの

確認書 

○ 

  
５．船舶安全法の特例に関する書類 

書類の名称 添付の有無 

船舶安全法の規定に基づく事業場の認定に関する規則（昭和 48 年
運輸省令第 49号）第 34条第１項各号に規定する書類 

- 

 
注：本特定船舶導入計画認定申請書に添付している書類に「○」、添付していな
い書類に「-」と記載してください。 

 
 

  

コメントの追加 [v25]: ✓特定船舶の技術要件を満たす

予定であることについて、別紙確認書を添付してくだ

さい。 

なお、構造等の態様により備えることが困難な設備等

がある場合は、個別にご相談ください。 
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 令和４年○月○○日 

 

国土交通大臣  

    斉藤 鉄夫 殿 

 

                                            東京都千代田区霞が関 xx-xx 
Ａ汽船株式会社 

代表取締役社長 海事 一郎 
 
東京都港区 xx-xx 

Ｂ造船株式会社 
代表取締役社長 運輸 二郎 

 

二酸化炭素の放出の抑制その他の環境への負荷の低減、衝突の防止その他の航

行の安全の確保並びに航海及び荷役作業の省力化に資する構造、装置又は性能

を定める告示（令和３年国土交通省告示第 1171 号。以下「告示」という。）の別

表二の各項に掲げる設備等について 

 

本船は、標記に関し、以下の予定であることをご報告いたします。 

 

記 

 

１．告示別表第二３の項に規定する構造等 

号 構造等 有無 

１ 別表一１の項第１号、第５号から第８号まで、第 10 号及び第 13 号に掲

げる装置 

 

１ 主機関又は推進装置（イ～ハのいずれかに該当するものに限る。）  

 イ 窒素酸化物放出量削減型主機関（①～③のいずれかに該当する

ものに限る。） 

 

 ① (1)(i)に規定する主機関 
（原則として、平成 27 年１月１日以降に搭載され、かつ、窒素酸化物放出管理海域

（NOx-ECA）内で使用される主機関であって、窒素酸化物の放出量が ECA 内の規制値（三

次規制値）から 2.5％以上少ないもの） 

 

 ② (1)(ii)に規定する主機関 
（原則として、平成 27 年１月１日以降に搭載され、かつ、窒素酸化物放出管理海域内で

使用されない主機関であって、窒素酸化物の放出量が ECA 外の規制値（二次規制値）か

ら 2.5％以上少ないもの） 

 

 ③ (2)に規定する主機関 
（原則として、平成 26 年 12 月 31 日以前に搭載された主機関であって、窒素酸化物の放

出量が規制値（二次規制値）から 2.5％以上少ないもの） 

 

ロ 電子制御型ディーゼル主機関 ○ 

特定船舶の技術要件に関する書類例

（内航用） 

コメントの追加 [v26]: ✓共同申請者として、 

①海運事業者＝船舶運航事業者又は船舶貸渡事業者

（共同保有の場合は代表企業１社の記載で構いませ

ん。） 

②造船所＝認定事業基盤強化事業者 

の名称及び代表者名を記載してください。 

✓会社印、代表者印は不要です。 

コメントの追加 [v27]:  

✓導入を予定する船舶に応じて表が異なります。 

総トン数が 2,000 トン以上 

 ⇒ 別表第二 １の項 

総トン数が 510 トン以上 2,000 トン未満 

 ⇒ 別表第二 ２の項 

総トン数が 300 トン以上 510 トン未満 

 ⇒ 別表第二 ３の項 

総トン数が 300 トン未満 

 ⇒ 別表第二 ４の項 

不要な表は削除してご提出ください。 
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ハ 電気推進装置  

５ 主機関過回転防止装置及び潤滑油圧力低下に対する保護装置 ○ 

６ 主機関の燃料油（加熱を要するものに限る。）、潤滑油及び冷却水並

びに発電用機関の潤滑油及び冷却水の自動温度制御装置 

○ 

７ 燃料油タンク（次のいずれかに該当するものに限る。）  

 イ 船底外板及び船側外板をその構造に含まないもの ○ 

ロ オーバーフロー・ラインを有するもの  

８ 機関室内異常警報の機関員居住区域への表示装置 ○ 

10 機関室内ビルジの高位警報装置 ○ 

13 自動操舵装置 ○ 

２ １の項第２号、第３号、第６号から第８号まで、第 11 号、第 12 号、第

14号及び第 15号に掲げる構造及び装置 

 

２ 発電用機関（次のいずれかに該当するものに限る。）  

 イ 燃料油（加熱を要するものに限る。）の自動温度制御装置付発電

機関 

 

ロ Ａ重油専用発電機関 ○ 

ハ ターボ・ジェネレーター  

３ 推進関係機器、推進効率改良装置又は推進効率改良型船型（次のい

ずれかに該当するものに限る。） 

 

 イ 推進効率改良型舵（整流板付舵、フラップ付舵又はシリング舵

に限る。） 

 

ロ 船尾装着フィン ○ 

ハ 燃料改質器  

ニ 空気潤滑システム  

ホ バトックフロー船型  

ヘ エラ船型  

ト 船尾バルブ  

６ 推進効率改良型プロペラ（プロペラ・ボス取付翼、ハイスキュー・

プロペラ、可変ピッチ・プロペラ、二重反転プロペラ、ポッドプロペ

ラ、プロペラ前部放射状型取付翼、二軸型ポッドプロペラ又は二軸型

可変ピッチプロペラに限る。） 

○ 

７ ＬＥＤ照明器具（船内居住空間に設置する全ての照明器具をＬＥＤ

照明器具とする場合の当該ＬＥＤ照明器具に限る。） 

○ 

８ バルバスバウ又はバルブレス船首船型 ○ 

11 ボイラーを有する船舶にあっては、Ａ重油専用ボイラー又は自動制

御型ボイラー【該当する船舶に限る。】 

○ 

12 荷役用暴露甲板の鋼製ハッチ・カバー（ポンツーン型のものを除

く。）を有する船舶にあっては、その動力駆動装置【該当する船舶に

限る。】 

 

コメントの追加 [海事局28]: ✓該当する装置に○印を

付してください。 

コメントの追加 [海事局29]: ✓該当する装置に○印を

付してください。 

 

コメントの追加 [海事局30]: ✓該当する装置に○印を

付してください。 

 

コメントの追加 [海事局31]: ✓該当する装置に○印を

付してください。 

 



第十八号様式（第 42条の 15関係） 

 

 

14 船舶検査証書において平水区域のうち湖又は川のみを航行区域とす

る旨の記載のある船舶以外の船舶にあっては、船舶自動識別装置【該

当する船舶に限る。】 

○ 

15船舶検査証書において平水区域のうち湖又は川のみを航行区域とする

旨の記載のある船舶以外の船舶にあっては、加水分解型の摩擦抵抗低

減塗料が船底外板及び船側外板の外面で満載喫水線規則第 65 条の２

第１項（同令第 66 条において読み替えて準用する場合を含む。）の規

定に基づく海水満載喫水線より下方の部分（船舶安全法第３条に規定

する船舶以外の船舶にあっては、型深さの下端から舷端までの最小の

深さの 75 パーセントの位置における計画満載喫水線に平行な線より

下方の部分）に塗布された船体【該当する船舶に限る。】 

○ 

注：「有無」の欄には、備えている装置等については「〇」、備える必要のない装置

等については「－」と記載すること。 

 

備考 

以下の表に掲げる構造等は、それぞれ次の各号の規定により備えておりません。 

 

一 その構造又は航行の態様によりこの表に掲げる構造等を備えることが困難であ

ると認められる船舶については、当該構造等を備えることを要しない。 

備えていない構造等 理由 

  

  

  

 

二 この表に掲げる構造等については、当該構造等と同等以上の効力を有すると認

められる構造等に代えることができる。 

備えていない構造等 理由 

  

  

  

 
 

コメントの追加 [海事局32]: ✓海事局船舶産業課へ事

前に相談の上、備考の１号又は２号の規定の適用によ

り備えていない構造等を、その理由とともに記載して

ください。 


